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東京湾内の近年のクルーズ船寄港回数は横浜港が圧倒的に多い．一方東京港は大型客船が受入可能な新

ターミナルの整備を進めており，2020 年の供用開始を予定している．これにより，東京湾は一つの湾に拠

点となり得る規模のターミナルが二つ存在することとなり，両港間のクルーズ船の誘致に関する競合関係

が激化するものと想定される．また，その競合が旅客数や船社の利潤に大きく影響すると考えられる．本

研究では，クルーズ船の誘致に関する東京港と横浜港の競合関係について相互作用を考慮したシミュレー

ションモデルを開発し，各ステークホルダーの旅客数や利潤，総余剰を明らかにすることを目的とした．  
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1. 研究の背景と目的 

 

近年，クルーズ船を利用した観光客数は世界的に増加

傾向にあり，世界のクルーズ人口は 2015年時点で 2,320

万人と，10 年前の約 1.7 倍になっている 1)．また，2017

年には，わが国港湾へのクルーズ船の寄港回数は外国船

2,013 回，日本船 751 回あわせて前年比 39.5%増の合計

2,764 回となっているほか，訪日クルーズ旅客数も前年

比 27.0%増の約 252.9万人 2)となっており，いずれも増加

している．さらに，国土交通省が 2016 年に策定した

「明日の日本を支える観光ビジョン」3)ではクルーズ船

受け入れの更なる拡充について言及されており，ハード，

ソフトの両面から様々な施策が展開されている．これら

のことから，観光立国を目指すわが国においてクルーズ

船に関する施策は重要であると考えられる． 

 首都圏を背後に抱える東京湾でも主に東京港，横浜港

でクルーズ船の受け入れを行っており，両者とも受け入 

れ拡大を目的とした港湾施設の整備が進行中である．  

 一方，東京港と横浜港は 2港間の距離が約 25 kmと近 

接していることから，クルーズ船は東京港と横浜港のう

ちいずれかの港にのみ入港，もしくは寄港すると思われ

る．これより，東京湾内において東京港と横浜港の間に

はクルーズ客船の誘致を巡って競合関係が発生するとと

もに，関連するステークホルダーにも何らかの影響が生

じるものと考えられる．図-1に 2010年から 2017年まで

の東京港および横浜港のクルーズ船の寄港回数を示す． 

 

図-1 東京港と横浜港のクルーズ船寄港回数 
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両者を比較すると，横浜港の寄港回数が東京港より多く，

現状では横浜港がクルーズ船を受け入れる港湾として優

勢であるといえる． 

 川崎ら 4)は，港湾管理主体の統合および民営化の効果

計測を行うにあたり，ケーススタディとして大阪港，神

戸港および釜山港の競合を取り上げ，このときのステー

クホルダーへの影響をエージェントベースモデルを用い

て明らかにした．本研究では，川崎ら 4)のモデルを参考

に複数ステークホルダーの交互関係を考慮したシミュレ

ーションモデルを開発する．また，クルーズターミナル

の競合分析を試みている研究はあまり多くない．例えば

Lau et al (2014) 5)では香港におけるクルーズターミナルの

立地選定分析を行っているが，湾内におけるターミナル

競合については考慮していない． 

本稿では，川崎らの研究を参考に，2 港の行動原理に

応じた行動をシミュレートできるエージェントベースモ

デルを用いて，クルーズ船の誘致に関する港湾の競合を

表現するモデルを構築する．このモデルを用いて，東京

港および横浜港を分析対象とし，競合により，各ステー

クホルダーが受ける影響を明らかにすることを目的とす

る．これにより，東京港，横浜港の将来的な需要や便益

を，競合原理を踏まえて推定することができるため，今

後の港湾整備の指針の一つになりうると考える．また，

近接して存在する複数の港湾の相互関係に着目して分析

することは，将来的な東京湾全体の整備方針を検討する

上で重要であると考えられる． 

 

 

2. 東京港，横浜港の港湾整備状況 

 

 クルーズ船に関係する東京港，横浜港の整備状況につ

いて，以下に述べる． 

 

(1) 東京港 

 東京港のふ頭配置図を図-2に示す．2019年現在，東京

港では主に晴海ふ頭を用いてクルーズ船の受け入れを行

っている．晴海ふ頭へ向かう航路上にはレインボーブリ

ッジが位置するため，海面からの高さ 52 メートルを超

過する客船は東京港へ寄港することが不可能となってい

る．この影響もあり，東京港のクルーズ船寄港回数は横

浜港と比較して少なくなっているものと考えられる．そ

こで，世界的なクルーズ人口の増加傾向や，2020年に開

催される東京オリンピック・パラリンピックを踏まえ，

高さ制限の存在しない場所に新しいターミナルを整備す

ることとなり，新ターミナルが2020年7月に開業する予

定となっている．この新ターミナルが整備されることで，

入港に際して船の高さを考慮する必要がなくなり，大型

のクルーズ船を主に寄港回数が増加すると想定される． 

図-2 東京港のふ頭配置図 

 

 

図-3 横浜港のふ頭配置図 

 

(2) 横浜港 

 横浜港のふ頭配置図を図-3に示す．2019年現在，横浜

港では主に大さん橋を用いてクルーズ船の受入を行って

いる．大さん橋も晴海ふ頭と同様，横浜ベイブリッジに

よる高さ 55 メートルの制限が存在する．このような状

況でありながら寄港数が東京港と比較して多いのは，東

京湾口からの距離が短いことや，受入可能なバース数が

多いことなどが要因であると考えられる． 

また，横浜ベイブリッジの下を通過できない場合など，

大黒ふ頭においても受け入れを行っている．大黒ふ頭は

横浜ベイブリッジの手前にあり高さ制限を考慮する必要

がないため，現在も世界最大級のクルーズ客船の寄港が

可能となっている． 

 

 

3. 分析条件の整理 

 

エージェントベースモデルによる分析を行うにあたり， 

クルーズ船の定義，東京港と横浜港の整備状況，および
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競合に関係するステークホルダーについてそれぞれ整理

を行う． 

 

(1) クルーズ船と港湾に関する条件整理 

 クルーズ船には様々な大きさ，クラス（価格帯）が存

在するが，これらは一隻ごとに異なるため，そのまま分

析することは困難である．そこで，本稿では今後増加が

見込まれるカジュアルクラスの客船をモデルとして分析

を行う． 

東京港では，前述のとおり新客船ターミナルが 2020

年 7月に開業する予定である．そのため，本稿では東京

港を発着するクルーズ船はすべてこの新客船ターミナル

から発着するものと仮定する． 

 また横浜港では，現在大さん橋および大黒ふ頭でクル

ーズ船を受け入れている．このうち大黒ふ頭で受け入れ

る回数は大さん橋と比較して少ないため，本稿ではすべ

てのクルーズ船を寄港回数の多くを占める大さん橋で受

け入れるものと仮定する． 

 

(2) 競合に関係するステークホルダーと行動原理 

 クルーズ船誘致に関わるステークホルダーを，港湾管

理者（東京港－東京都，横浜港－横浜市），クルーズ船

社，クルーズ船旅客（消費者）の三者とする．関係図を

図-4に示す． 

港湾管理者は総余剰の最大化を行動原理とする． 

Matsushima&Takauchi(2014) 6)は，総余剰（社会便益）の最

大化を国内の便益を最大化することとしており，これに

拠っている．バースやターミナルの整備を行い，港湾に

入港する船社から入港料および岸壁使用料を徴収する． 

クルーズ船社は自らの利潤を最大化することを行動原

理とする．クルーズ旅行を企画・催行し，船員の雇用を

行ってクルーズ船を運航する主体とする．港湾への入港

に際して港湾管理者に入港料と岸壁使用料を支払うほか 

に，運航費用がコストとなる．また旅客からクルーズ旅

行の代金を受け取り，その対価としてクルーズ旅行を提

供する． 

クルーズ船旅客は，乗船にあたり一般化費用がより少

ない港湾を選択することを行動原理とする．船社にクル

ーズ旅行の代金を支払い，その対価としてクルーズ旅行

のサービスを受ける主体とする． 

東京港と横浜港が競合関係にあるという条件下で，旅

客数やステークホルダーの利潤を予測するシミュレーシ 

ョンを行う． 

 

 

4. 分析モデル 

 

 川崎らの研究を参考に，各ステークホルダーの行動を

 

図-4 ステークホルダーの関係図 

 

以下のように表現する． 

 

(1) クルーズ船旅客 

 旅客の一般化費用は式(1)で示される． 

 

GCik = 2Tik ∙ α + τi + 2zik (1) 

 

GCik：kを出発し港 iを利用する旅客の一般化費用(円) 

Tik：出発地 kから港 iまでの所要時間(h)  

α：時間価値 

τi：港 iを出発するクルーズの代金＋船内収入(円) 

zik：出発地 kから港 iまでの費用＋宿泊費(円) 

 

 旅客の一般化費用は，出発地から港湾までのアクセス

時間費用，クルーズ代金の和，そしてアクセス費用で構

成される．旅客は降船後出発地へ戻ると想定しているた

め，アクセス時間費用とアクセス費用はそれぞれ 2倍し

ている． 

 旅客による乗船港の選択は，一般化費用を用いたロジ

ットモデルで行われる (式(2))．  

 

Q
i
 =∑QO

k

k

exp(-θ∙GCik)

∑ exp(-θ∙GCik)i 

 (2) 

 

Qi：港 iの旅客数(人/年)  

QOk：出発地 kからの旅客数 

θ：スケールパラメータ 

 

式(3)より消費者余剰を求める． 

 

 

港湾管理者

東京都

クルーズ船
旅客

バースの
貸出

船 社

入港料
岸壁使用料

クルーズ旅行
（サービス）

クルーズ代金

旅客・クルーズ船
の取り合い

クルーズ
船社

港湾管理者

横浜市

バースの
貸出

入港料
岸壁使用料

旅 客

CSi=∑
1

2
(q
ik
0 +q

ik
t )(GCik

0 -GCik
t )

k

 (3) 
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CSi：港 iを利用する旅客の消費者余剰の合計 

qik：kを出発して港 iを利用する旅客数(人) 

 

 旅客数と一般化費用から，旅客の消費者余剰は，旅客

数の増加量に一般化費用の減少量を乗じて求められる．

これを各出発地 k→乗船港 i の組合せごとに求めて乗船

港別に足し合わせたものが，旅客の消費者余剰 CSiとな

る． 

 

(2) 港湾管理者 

クルーズ船が 1隻入港するときの港湾管理者の利潤は，

式(4)より求められる． 

 

 

Πi：港 iの港湾管理者の利潤(円) 

ei：港 iの入港料(円)  

wi：港 iの岸壁使用料(円) 

oi：港 iの施設使用料(円)  

mcp：港の維持管理費(円) 

mct：オペレーション費用(円)  

gt：客船の総トン数(t) 

fi：港 iへの寄港頻度(回/年) 

 

 港湾管理者の利潤は，入港料，岸壁使用料，ターミナ

ルの施設使用料など船社（旅客）から支払われる収入か

ら，クルーズ船の入港に伴って発生する港湾の維持管理

費およびオペレーションに要する費用を差し引いたもの

としている． 

 

(3) クルーズ船社 

 クルーズ船社の利潤は，式(5)より求められる． 

 

Psi = τ∙Qi - (ei+wi)gt ∙ 12fi - yDi ∙ 12fi (5) 
- scm ∙ Qi - scp ∙ 12fi 

 

Psi：港 iに寄港する船社の利潤(円) 

y：燃料費(円/km)  

Di：港 iからの航海距離(km) 

scm：食料費(円)  

scp：人件費(円) 

 

 収入をクルーズ代金および船内収入，支出を運航によ

って生じる燃料費や旅客への食料費，船員の人件費とし，

その差額をクルーズ船社の運航 1回あたりの利潤として

いる． 

 

 

(4) 総余剰 

 これらを基に，総余剰 SWiを式(6)より算出する． 

 

maxSWi = max( Πi + Psi + CSi) (6) 

 

 以上の式を，ステークホルダー同士の行動による影響

が表現できるエージェントベースモデルに投入し，シミ

ュレーションソフトを用いて解析を行う． 

シミュレーション概要を図-5に示す．シミュレーショ

ンは一年毎に行い，旅客は各出発地からクルーズ客船の

寄港頻度などに左右されることなく発生するものとする．

港湾管理者および船社は，発生した旅客数に基づいて各

変数を決定する．旅客による乗船港の選択は，一般化費

用により行われる． 

変数決定のフローを図-6 に示す．変数決定には，

Hooke-Jeeves（1961）のパターンサーチ法を用いる．これ

は，各変数についてとりうる値をすべて計算した上で，

最適な値を採用するものである． 

 まず，港湾管理者が入港料と岸壁使用料を設定する． 

 

 

図-5 シミュレーションの概要図 

 

 

図-6 変数決定のフロー 
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つぎに，港湾管理者が設定した料金を踏まえて船社が寄 

港の頻度を設定する．続いて旅客が一般化費用に基づい

て乗船する港を選択する．これらの計算が行われたのち

に港湾管理者の利潤，船社の利潤，旅客の消費者余剰の

合計である総余剰が最大化されるまで計算を行い，最大

化がなされた後に各港湾の入港料や岸壁使用料，クルー

ズ客船の寄港頻度が決定される． 

 

 

5. シミュレーション結果 

 

 東京港および横浜港を対象にケーススタディを実行す

る．出発地から発生する旅客数については，港湾の背後

圏（東京都・神奈川県）からの日本人客および訪日（羽

田空港・成田空港）する外国人客と仮定する．日本人客

については，東京湾を発着するクルーズ客船の背後圏を

東京都・神奈川県と設定し，それ以外については考慮し

ないものとした．これらの乗客は出発地 kから東京駅・

横浜駅まで向かい，そこからバスで乗船港へ向かうと仮

定した．また外国人客については，羽田空港および成田

空港から入国して東京で一泊（宿泊・観光）し，その後

乗船港に向かうと仮定した．クルーズ旅行を行ったあと

は，乗船港と同じ港に戻るものとする．背後圏からの乗

客については乗船時と同ルートで出発地 kへ帰着する．

また外国人客は帰港後東京にて再び宿泊・観光を行い，

その後入国時と同じ空港から帰国するものと仮定した． 

 シミュレーションによるモデル分析を行うにあたって，

出発地（東京，神奈川，羽田空港，成田空港）から発生

するクルーズ旅客数を求める必要がある．そこで，東京

都および横浜市が公表している将来予測・目標の数値

（東京クルーズビジョン 7)，横浜港国際旅客船拠点形成

計画 8)）をもとに，シミュレーション期間である 2020年

から 2030 年までの発生旅客数を推測した．推測値のグ

ラフを図-7に示す．以上の入力を元に，シミュレーショ

ン分析を行う．シミュレーションの結果については，発

表にて示すこととしたい． 

 

 

図-7 東京湾背後圏での旅客発生数の想定 
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